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平成 24 年 6 月 12 日 

 

各  位 

 

会 社 名  株式会社よみうりランド 

代表者名  代表取締役社長 関根 達雄 

        （コード番号 9671 東証第 1部） 

問合せ先  常務取締役総務部担当 

氏    名  小飯塚 稔 

        （TEL 044－966－1131） 

 

 

支配株主等に関する事項について 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等  

                                                   （平成 24 年 3 月 31 日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株券が 

上場されている 
金融商品取引所等直接所有分 合算対象分 計 

株式会社読売新聞 
グループ本社 

その他の 
関係会社 

16.03 17.34 33.38 ― 

(注) 議決権の所有割合につきましては、小数第 2位未満を切捨てて表示しております。 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等 

との関係 

①親会社等やそのグループ企業との取引関係、人的・資本的関係 

株式会社読売新聞グループ本社は、間接所有割合も含め当社の議決権の 33.38％を

保有しており、当社のその他の関係会社であります。平成 24 年 3月末現在、当社取

締役8名のうち1名は、株式会社読売新聞グループ本社の取締役を兼務しております。

当社は、株式会社読売新聞グループ本社の子会社である株式会社読売巨人軍と、野球

場の賃貸などの取引関係があります。 

日本テレビ放送網株式会社は、株式会社読売新聞グループ本社の関連会社であり、

同社は当社の議決権の 14.41％を保有しております。また、当社は日本テレビ放送網

株式会社の議決権の 2.16％を保有しております。平成 24 年 3 月末現在、当社取締役

8 名のうち 1 名、監査役 4名のうち 1 名は日本テレビ放送網株式会社の取締役を兼務

しております。なお、当社と日本テレビ放送網株式会社との間において重要な営業上

の取引関係はありません。 
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（役員の兼務状況）                     （平成 24 年 3 月 31 日現在） 

役職 氏名 親会社等又はそのグループ企業での役職 就任理由 

社外取締役 渡 恒雄 

㈱読売新聞グループ本社 代表取締役会長・主筆 

㈱読売巨人軍 取締役会長 

日本テレビ放送網㈱ 取締役 

㈱読売新聞西部本社 取締役 

経営体制の強化を図

るため就任を依頼 

社外監査役 細川 知正 日本テレビ放送網㈱ 代表取締役会長執行役員 
監査機能の強化を図

るため就任を依頼 

(注) 当社の取締役 8名、監査役 4名のうち、親会社等との兼任役員は上記 2名のみであります。 

 

②親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親

会社等やそのグループ企業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経

営・事業活動への影響等 

当社の事業活動を行う上での承認事項などについて、親会社等から特段の制約はあ

りません。但し、「読売」ブランドの認知度の高さは、当社の事業活動に有形無形の

影響を及ぼしていると考えられます。 

 

③親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

当社は、親会社等のグループ会社から経営上必要な情報等の入手はしておりますが、

経営判断、業務執行においては、自律性を保つことを基本としております。また、当

社と資本関係を有しない一般企業との営業取引が大部分を占めていることから、親会

社等のグループ会社への依存度は低くなっております。これらのことから、当社の親

会社等からの独立性は確保されていると判断しております。 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 
 
当社と支配株主等との取引(自 平成23年4月1日 至 平成24年3月31日) 

種類 
会社等の 
名称又は 
氏名 

所在地 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

その他の 
関係会社 
の子会社 

㈱読売 
巨人軍 

東京都 
千代田区 

450 
野球競技の挙行
及びそれに関連
する事業 

(被所有)
直接 
2.5 

野球場等の賃貸
役員の兼任 

売上高 549,860 

長期預り金
(うち１年

以内) 

731,600
(75,400)

売掛金 1,186

(注)１ 上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃貸料は、近隣の取引実勢及び当該施設の設備投資額を勘案して、交渉の上賃貸料金額を決定しております。 

 

 

以  上 


